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令和８年７月９日 

日高市健康推進部長寿いきがい課 

 

第10期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定方針 

 

１ 計画策定の趣旨 

日高市では、令和６年３月に「第９期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令

和６年度から令和８年度）」を策定し、基本理念を「認め合い、支え合いつくる健幸の

まち」として高齢者等への各種事業を推進してきました。 

2040年には、介護と医療の複合ニーズを抱える85歳以上人口、認知症高齢者、一人

暮らし高齢者等が増加する一方で、生産年齢人口の減少が見込まれており、地域の実

情に応じた地域包括ケアシステムを深化させていくことが重要になっています。 

国では、令和５年の「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」に基づき、

令和６年12月に「認知症施策推進基本計画」を策定しており、日高市においても国の

計画を踏まえ地域の実情に応じた認知症施策の推進が求められています。 

また、一人暮らし高齢者の増加により身寄りのない高齢者も増えていくことも考え

られることから、地域における支援体制の強化も必要になっています。 

これらを踏まえ、新たに「第10期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和

９年度から令和11年度）」（以下「本計画」といいます。）を策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、高齢者福祉全般にわたる計画である「老人福祉計画（老人福祉法第20条

の８の規定に基づく法定計画）」と介護保険事業の円滑な運営を図るための「介護保

険事業計画（介護保険法第117条の規定に基づく法定計画）」を一体化して策定するも

のです。 

また、国の基本指針や県の関連計画との整合性を図るとともに、「第６次日高市総

合計画後期基本計画」及び福祉分野の包括的な計画となる「第４次日高市地域福祉計

画」を上位計画とし、障がい者計画・障がい福祉計画、健康増進計画・食育推進計画

等の関連計画と調和する計画とします。 

さらに、認知症などをはじめとした判断力が十分でない高齢者等の権利を守るため、

成年後見制度の利用促進を目的とする成年後見制度の利用の促進に関する法律第14

条第１項に基づく「日高市成年後見制度利用促進基本計画」、認知症の人が尊厳を保

ち希望ある暮らしを実現することを目的とした共生社会の実現を推進するための認

知症基本法第５条に基づく「日高市認知症施策推進計画」を包含した内容とします。  
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■計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

 本計画の計画期間は、令和９年度から令和11年度までの３年間とします。 

 ただし、85歳以上人口が増加していく2040年を見据えた中長期的な視点を持つもの

であるとともに、法制度の改正や社会情勢等の状況に応じて随時見直し・改善を図る

ものとします。 
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４ 計画の策定体制 

高齢者や介護者の意向、介護保険サービス提供事業者の状況を把握し、本計画の策

定及び今後の事業展開に反映させるため、令和７年度に「介護予防・日常生活圏域ニ

ーズ調査」、「在宅介護実態調査」、「事業所調査（在宅生活改善調査、居所変更実態調

査、介護人材実態調査）」を実施しました。 

本計画の策定に当たっては、被保険者、関係行政機関代表者、高齢者福祉、保健ま

たは医療関係団体代表者、知識経験者等により構成する「日高市高齢者福祉計画・介

護保険事業計画策定委員会」において協議・検討を行います。 

また、高齢者福祉計画は、高齢者の生活全体に関わる計画であることから、関係す

る計画・事業との連携を図るため、市職員で構成する「日高市福祉計画検討委員会」

を設置し、関係各課による検討を行います。 

さらに、本計画に幅広く市民からの意見を反映させるため、令和９年１月頃に市民

コメント（パブリックコメント）を実施します。 
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５ 計画策定スケジュール 

 

年 月 日 内 容 

令和７年 12月 〇介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の実施 

〇在宅介護実態調査の実施 

〇事業所調査（在宅生活改善調査、居所変更実態調査、介護人材実態調

査）の実施 

令和８年 ７月９日 ●第１回 日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員会 

 ・策定方針について 

 ・調査結果の概要について 

 ・第９期計画の進捗状況について 

 10月頃 ●第２回 日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員会 

 ・第10期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（骨子案）について 

 12月頃 〇第１回 日高市福祉計画検討委員会 

 ・第10期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（素案）について 

  ●第３回 日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員会 

 ・第10期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（素案）について 

令和９年 

 

１月頃 〇市民コメントの実施 

 ２月頃 〇第２回 日高市福祉計画検討委員会 

 ・第10期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（案）について 

  ●第４回 日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員会 

 ・市民コメント実施結果について 

 ・第10期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（案）について 

 ３月 〇計画決定 
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【参考資料】①日高市の人口、高齢化率、生産年齢人口割合の推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム  
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【参考資料】②日高市の要介護（要支援）認定者数、要介護（要支援）認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム 
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